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「内的キャリア」の重視と「目標による管理・キャリア開発支援
プログラムの連動」による個と組織の成長の推進

■ 株式会社日立製作所4

　当社では、個人のキャリア開発を「個の自立・自律」「個（多様性）の尊重」を背景に「仕事を
通じてなりたい自分に成長すること」と捉え、「個人の成長を会社の成長につなげること」をめざし、
次の２点を特徴とするキャリア開発施策を展開しています。
■内的キャリアの重視

　「人は自発的に取り組んだ時に大きな成果がでる」等の人間観を背景に、働きがいや生きがい
といった個人にとっての「仕事の意味や意義、価値観」である『内的キャリア』を重視しています。
個人のキャリアの充実や能力の最大発揮・成長のためには、やりがいや働きがいを持って自発
的に仕事に取組むことが前提となります。従って、組織として個人の内的キャリアを尊重し、個
人が自分の『内的キャリア』を理解するための支援を行っています。
■目標による管理（ＭＢＯ）とキャリア開発プログラム（ＣＤＰ）の連動

　個人の成長を会社の成長につなげる具体的な仕組みとして、「ＭＢＯ」を職場におけるキャリ
ア開発の中心に位置づけ、個人一人ひとりの意志・意欲を仕事に活かしていくことをめざしてい
ます。そして、個人が仕事に意欲を持って自発的に取り組めるよう、ＣＤＰは「内的キャリアの自
己理解」への支援を中心に展開しています。「ＭＢＯ」と「ＣＤＰ」の連動により、個人の意志・
意欲を尊重し、個人の成長を会社の成長につなげることをめざしています。

　２０１０年に創業１００周年を迎えた日立は、「優れた自主技術・製品の開発を通じて社会に貢献
する」という企業理念のもと、インフラ技術と最先端のＩＴにより高度化された「社会イノベーショ
ン事業」を軸に地球的規模の課題解決に向けて、新たな価値を創造し続け、世界の成長と持続可
能な豊かな社会の実現に貢献することをめざしています。
＜事業内容＞
◆情報・通信システム：ストレージ・ソリューション、クラウドサービスなど
◆電力・社会産業システム：発送電システム、交通システム、昇降機など

企 業 紹 介

プロフィール
事業内容：電気機械器具製造業　　所在地：東京都千代田区
従業員数：３４，５０９人（男性２６，２６７人、女性４，９８３人、非正規３，２５９人）　平均年齢：約４０歳（２０１２．３．３１現在）

個人の意志・意欲・成長を会社の成長に
つなげるキャリア開発施策の推進

わが社の理念・方針
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　内的キャリアを重視した当社のキャリア開発施
策は、目標による管理（ＭＢＯ）を中心とした「職
場におけるキャリア開発」と、それを下支えする
「キャリア開発支援プログラム（ＣＤＰ）」及び「教
育（Ｏｆｆ－ＪＴ）」により構成されています。

　当社は、日々の仕事を行う職場をキャリア開発の中心と捉え、「日々の仕事を通じた成長」
を重視しています。本人と上司は、目標管理制度での『目標管理面談（短期的な仕事の合意・
決定）』と『キャリア面談（中長期的な視点での本人と上司間での今後のキャリアプラン・育成・
能力開発に関する相互理解）』を通して、個人の意志・意欲を仕事に組み込んだ形で、職場
でのキャリア開発を推進します。
　目標管理でのＰＤＣＡサイクルを繰り返すなかで、個人の能力が伸長し、目標のレベルが
徐々に上がることで、成果も向上します。このサイクルを積み重ねていくことにより個人の成
長を組織の成長に結びつけています。
　大事なことは、短期的な視点だけで
はなく、キャリア面談によって中長期の
意向を本人と上司が相互に確認するこ
とで、個人の意思・意欲といった内的
キャリアを現在から将来にわたって重
視していることです。そのことで、個人
の仕事に対する自発性や意欲の向上を
図り、長期にわたる個人の成長と組織
の成長の実現をめざしています。

ＭＢＯ（目標による管理）を中心とした「職場におけるキャリア開発」１

～日々の仕事がキャリア開発の原点～
「職場におけるキャリア開発」を支える「キャリア開発プログラム」と「教育」

わが社の具体的な取組

　職場におけるキャリア開発と連動し、個人のキャリア開発を直接支援するのがＣＤＰです。
「内的キャリアの自己理解」への支援を中心に、若年層から高齢層までの個人のキャリア発
達およびライフステージに対応したプログラムを個人及び組織に対し展開しています。

ＣＤＰ（キャリア開発支援プログラム）2
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　ＣＤＰの中心的なプログラムは「日立キャリア開発ワークショップ（Ｈ－ＣＤＷ）」です。こ
のワークショップでは、キャリアカウンセラー有資格者のファシリテーターのもと、様 な々角
度から自己分析作業を行い、内的キャリアの自己理解を深めた上でキャリアプランニングを
行います。希望者は個別にキャリアカウンセリングを受けることもでき、内的キャリアの自己
理解をより深めることが可能です。自分の内的キャリアの理解を深める作業は極めて個人的
な作業であり、十分な時間やス
ペースが必要なことから、少人数
の「ワークショップ」という手法
にこだわり続け、毎回合宿形式
で実施（１回あたりの参加者は
２０人程度）しています。現在、
管理職任用前の係長層が年間約
６００～７００人、部課長層は年
間約１００人が参加しています。

　その他には、個人の意志・意欲を異動に直接反映させる「グループ公募制度」「社内ＦＡ制度」
や、個人のキャリア開発上の課題への心理的援助を行う「キャリア相談室」、キャリアステー
ジに対応した研修（新入社員・若年層・管理職・高齢者向け）、ストレスコーピング講座やコミュ
ニケーション研修等も実施しています。
　さらには、働き方に対する個人
の意志を尊重する（＝働き方の多
様性を高める）制度も整備してい
ます。「裁量労働制度」及び「在
宅勤務・サテライトオフィス勤務」
の導入や、育児・介護支援を中心
とした休職制度、短時間勤務制度
などにより、ワーク・ライフ・マネ
ジメントの実現も推進しています。

　「個の自立・自律」という基本理念に基づき、「教育は与えられるもの」ではなく、「自ら取り
組むもの」として、個人の意志・意欲を重視した「自発的能力開発サポート」を導入しています。
これは、目標管理面談及びキャリア面談において本人と上長が確認した、キャリアプランや
能力開発課題を踏まえて、本人が能力開発計画を自ら策定した上で、ｅラーニングや社内外
の教育訓練機関を活用して、自発的な能力開発を行うという仕組みです。当社では、これら
本人の能力開発の要望に対応した豊富な教育メニューを用意し、個人の成長を支えています。

教育（Ｏｆｆ－ＪＴ）3
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■効　果

　これまで当社はキャリア開発施策の取組を１０年以上継続して行ってきました。この継続的な取
組の効果としては、まず、キャリア開発に取り組む社員の姿勢の変化が挙げられます。例えばキャ
リア開発ワークショップの導入当初は、自分のキャリアについて考えたことがないという人や自分に
は必要ないと参加をネガティブに捉える人も少なくなかったのですが、最近では自分のために有意
義に時間を使いたいと積極的に参加している人が殆どです。キャリア開発ワークショップ参加者の
追跡調査では、キャリア開発施策が個人の「成長意欲」や「会社へのコミットメント」の向上に寄
与することや、個人のキャリア開発意欲がビジネス行動にプラスに影響することが統計的に有意に
確認されていることからも、キャリア開発施策が組織の成長にも寄与しているということが考えられ
ます。
　次に、職場におけるキャリア開発の実践も効果の一つとして挙げられます。最近の社員意識調
査では、「面談実施」の割合が高いだけではなく、部下の育成を考えた上司の「適切な指導・助言」
や上司のフィードバックによって部下が認識する「自分の強み・改善点の認識」の平均点が上昇して
います。これは上司や本人が様 な々キャリア開発施策を通してキャリア開発への理解を深め、面談
等に意識的に取り組んでいる結果といえます。また、「職場で自由な意見が言える」といった項目に
ついても平均点が上昇しており、個（多様性）を尊重したキャリア開発の実践が職場風土の醸成に
寄与していることが分かります。

■課　題

　まず、現在の取組の継続実施です。キャリア開発は、企業の理念、働くことや生き方、仕事や
組織との関係をどう捉えるかなど、社員一人ひとりの価値観に関わることです。そのため、支援の
あり方として、一人ひとりに地道に働きかけていくことが必要で、それには多くの時間を要します。
今後についても、キャリア支援に対する基本的な考え方を大事にしつつ、運用方法や内容のブラッ
シュアップだけでなく、新しい取組にも挑戦しながら継続的に実施していくことが不可欠であると考
えています。
　また、グローバル事業の展開が加速する中では、今以上の「適材適所」の人財活用が重要視さ
れてきます。これを実現するためには、個人も自分が何をやりたいのかを明確に発信できるキャリ
ア自覚の高い人財であることがより一層求められますので、この点からも内的キャリアを重視した継
続的な取組が重要だと考えています。さらには、今後の少子高齢化やエイジフリー社会の到来を踏
まえて、年齢に関係なく多様な人財がいきいきと働く仕組み作りや風土醸成に貢献していきたいと
考えています。

キャリア開発を通じた個人・組織の成長支援と
グローバル事業を支える多様な人財の活性化

取組の効果や課題と今後の取組の方向


